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所在地
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URL

e-mail

設立

設置都市等

代表者

（１）沿革

設置経緯

見直しの動向

役割（2021年時点）

（２）　組織体制

常勤職員数 2 人

うち常勤研究員数 人
非常勤研究員数 人

庶務体制

その他（具体的に：　　　　　　　　　　　　　　　） 
特に行っていない　

―

市民参加、外部連携

関門海峡花火大会
NPO法人門司まちづくり２１世紀の会と連携　８月１３日　１５，０００発打上　約９０万人の人出

下関花いっぱい計画
下関景観協議会、下関市、国土交通省及び市民ボランティアとの連携　春と秋にボランティア・ロードの花壇を花苗植付し管
理　市民約80団体　400名　花苗２０，０００株

その他（具体的に：一般財団法人） 

専門性確保に関する特徴
（複数選択可）

専門的な知識を有した研究員の採用　　
外部有識者の活用(研究員として採用した者を除く)　     
大学・非営利活動法人等と連携した研究の実施　　
設置市の企画部署と連携した研究の実施　　　　　
設置市の関係部署と連携した研究の実施　　　　　

２　組織動向

市民・企業・行政が一体となり、まちづくりするとともに、２１世紀を担う人材を育成し、長期にわたるまちづくりの基盤、条件
整備に先導的な役割を果たすために発足した。

市民と行政の橋渡し（コーディネーター）の役割を担うため、2008年度より「まちづくりセンター」を開設した。

まちづくりに関する調査、研究及び実践活動を行い、もって下関地域の発展に寄与することを目的とする。
○主に以下の事業を行う。
　・まちづくりに関する情報・資料の収集および提供
　・まちづくりに関する調査・研究および提言
　・まちづくりに関する各種団体間の連結および調整
　・まちづくりに関するイベントなどの誘導
　・まちづくりに関する受託調査および研究

設置形態（択一）

自治体の内部組織
常設の任意団体（提言等を行う会議体型の団体も含む）
公益法人（財団法人・社団法人）
大学の附置機関
広域連合

http://shimonoseki21c.jp/

office@shimonoseki21c.jp

1988年10月1日

山口県下関市

井上　博臣（理事長）

一般財団法人　下関21世紀協会

１　組織概要

山口県下関市上田中町2-5-2

083-223-2001

083-223-2277



（３）会計

2021年度予算 千円　
2020年度決算 千円　
2019年度決算 千円　

順位
1位
2位
3位
4位
順位
1位
2位
3位
4位

定期刊行物

（２）活動のマネジメント状況

研究員の業務分担

研究員の専門性
育成の手立て

研究員のキャリアパス等

その他

調査研究名

新撰しものせき誇り１００選
完全版

５　2021年度に実施した調査研究

調査研究の概要

４　特記事項

平成17年に行われた旧下関市と豊浦郡４町(菊川町、豊田町、豊浦町、豊北町)の合併により、広域化したと共に文化や歴
史などもより多様化し、ここで生きている私たちでさえも知らない「たからもの」が人知れず眠っているのではないかと考えて
います。
現代を生きる私たちのために、そして次代を担う子どもたちのために、かけがえのない「ふるさとの物語」とそこに光放つ大
切な「たからもの」たちを『新撰しものせき誇り１００選完全版』として改めて刻みたいと思います。
下関の「誇り」や「たからもの」を市民に広く募集したところ、約１，５００件の応募がありました。選定委員会等により、１００件
を選定しています。１００選選定後は、DVDや冊子に取り纏め発表会なども行う予定です。

ウ　活動の評価とその反映
（複数選択可）

設置市の行政評価制度により評価を受けている
運営委員会等、貴団体・組織の運営に関わる機関から評価を受けている
外部有識者から評価を受けている　
報告会・アンケート等の機会を設けて、評価を受けている  
その他（具体的に：　　　　　　　　　　　　　　　） 
特にそういう機会はない

イ　情報発信
（複数選択可）

設置市の議員や幹部職員に、報告や提言を行う
設置市の関係部署に、報告や提言を行う
設置市の庁内の広範囲に、成果物を配布する
報告会を実施する
日常的活動を、ＨＰ・メールマガジン・ニューズレター等で周知する
その他（具体的に：　　　　　　　　　　　　　　　） 
特に行っていない　

３　活動動向

（１）活動実績　　

「ＳＴＡＴＥＭＥＮＴ２１」（月１回）

ア　テーマ決定
（複数選択可）

設置市からの要請　
外部有識者等からの助言・示唆
貴団体・組織で、設置市の総合計画等に明記された重要課題から選択　
貴団体・組織で自ら発案
その他（具体的に：　　　　　　　　　　　　　　　） 

自治体の内部組織の場合の
事業活動収入の主な内訳
（多い順に選択）

収入種別

会計規模※人件費・間接費（オフィス賃借料、水道光熱費等）は含まない

1,303
2,861
5,861

自治体の内部組織以外の団
体の場合の事業活動収入の
主な内訳
（多い順に選択）

収入種別
協賛金
補助金
会費


